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本技術は、支承部の周辺に設置し減衰性能のみを
付与する粘性型制震ダンパーである。
特殊充填材の流動抵抗力を利用したダンパーであ
り、シリンダー内にある特殊充填材とピストン・ロッド
で構成されている。地震による橋梁の揺れを、特殊
充填材が充填されたシリンダーとピストンの相対運
動に置き換えて、その際に生じる抵抗力により、上
部構造の応答加速度・変位を抑制する。

油圧ダンパーを角度を持った2本の腕部材（トグル
増幅機構）を介して接続することにより、テコの原理
で架構の変形（速度）を増幅させて油圧ダンパーに
伝達し減衰効率を上げることが可能な減衰性能付
与技術である。
速度依存性により常時の低振幅振動や、温度によ
る橋梁部材の伸縮に対して抵抗力は生じないが、
レベル１、レベル２地震動に対しては装置に生じる
速度の大きさに応じて抵抗力が発生しエネルギー
を吸収する。

本技術は、支承部の周辺に設置し減衰性能のみを
付与する粘性型制震ダンパーである。
上下部構造に生じる相対変位に伴うダンパー伸縮
によってピストンヘッドがシリンダー内を移動し、シリ
ンダー内部に充填された粘性体がシリンダー内壁と
ピストンヘッドの隙間を流動することによって、粘性
体の流動抵抗が発生し、減衰抵抗力を発揮する。
速度依存性を有しているため、地震時の速い変位
に対しては所定の減衰抵抗力を発揮し、それ以外
の緩やかな変位に対してはほとんど抵抗しない。

本装置は、シリンダー内部に粘性体(シリコンオイ
ル)を充填しており、中央のピストンが移動する際、
シリンダーとピストンとの間に設けた円環状の隙間
を粘性体が流動することで、減衰性能のみを付与
する。

支承部を構成する部材の一部として減衰性能を付
与する技術

支承部を構成する部材の一部として減衰性能を付
与する技術

支承部を構成する部材の一部として減衰性能を付
与する技術

支承部を構成する部材の一部として減衰性能を付
与する技術

1)部材の種別

2)具体的な適
用想定箇所

支承部 支承部 支承部 支承部

3)使用実績資
料

有り 無し 有り 有り

技術の概要（製品概要）

技術の分類

部材種別

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術基本情報 技術の分類

技術名称

副　題

申請会社

NETIS登録
NETIS登録状況

登録情報等

上部構造 下部構造 支承部 上部構造 下部構造 支承部 上部構造 下部構造 支承部 上部構造 下部構造 支承部上部構造 下部構造 支承部 上部構造 下部構造 支承部 上部構造 下部構造 支承部 上部構造 下部構造 支承部
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「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

抵抗力の作
用方向（図
示）

1)剛性抵抗力
の方向
2)減衰抵抗力
の方向

凡例：
〇：意図する方向
の抵抗力
△：意図しない方
向の抵抗力
（剛性抵抗力のみ

識別）

×：抵抗力は
発生しない

1),2)

※”△”はクレビスのFy方向回転角度(±3°)を超過
した場合に発生が想定される方向を示す

1),2) 1）,2） 1),2)

両端部に球面軸受を有し、かつピン部には隙間を
設けることにより、Fz方向許容回転角±50°、Fy方
向許容回転角±3°を確保している。なおこれ以上
の回転角が生じない範囲での適用を使用条件とし
ている。ただしクレビス形状により許容回転角の調
整は可能。

油圧ダンパー両端部には球面軸受けを設置し軸方
向力のみ伝達可能な構造とし、また、2本の腕部材
両端部にθz方向には回転可能なピン支承を設置
しＭｚ（構面内の曲げ）を解放する構造としている。
更にMy、Mx（構面外の曲げ）に対しては、ピンとガ
セット間及びピンとクレビス間にクリアランスを設け
各腕部材毎に±約1/150radまでは回転可能な構造
としている。

1軸方向（主軸まわり）に±約80度、直交する方向
（副軸まわり）に±約5度の回転可能角度を有するク
レビスを有する。回転摺動部には球面軸受けを内
蔵している。
ダンパーねじれ方向の回転（Mx）に対しては、シリン
ダとピストンロッド間の相対回転変位は自由（拘束し
ない）である。

MzおよびFyは部材両端に設けたピンにより、また
Mxはシリンダーの差し込み部の構造により、各々抵
抗力を解放、さらにMyおよびFzは両端ピン部に組
み込んだ球面座金により、ダンパー本体の傾きを±
3°まで許容することができる構造としている。（設
計変位＋施工誤差の合計）
なお、これ以上の回転角が生じない範囲での適用
を使用条件としている。抵抗力の方向を制御する部

品

技術基本情報
部材として
の抵抗力の
種類

※”△”はピンとガセットとのクリアランスを

超過した場合に発生が想定される方向を示す。

Mx

Fx

Fz Fy

My

Mz

クレビス

※”△”はピンとガセットとのクリアランスを

超過した場合に発生が想定される方向を示す。
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「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

粘性型 粘性型 粘性型 粘性型

新設／既設耐
震補強

無し（新橋への取付けに加え既設橋への後付けも
可能）

無し（新橋への取付けに加え既設橋への後付けも
可能）

無し（新橋への取付けに加え既設橋への後付けも
可能）

無し（新橋への取付けに加え既設橋への後付けも
可能）

制約理由
理由： 理由： 理由： 理由：

有無 無し 無し 無し 無し

付加機能の概
要

付加機能の概要： 付加機能の概要： 付加機能の概要： 付加機能の概要：

有り 無し 有り 有り

シリンダー内の特殊充填材がシリンダー内壁とピス
トンとの隙間を流動する際に生じる摩擦エネルギー
によって地震エネルギーを消費する。

トグル増幅機構により架構に生じる変位（速度）を3
倍以下に増幅させて油圧ダンパーに伝達する。
油圧ダンパー内のオイル量が変化しないため、増
幅された変位（速度）によりピストンが左右に動く
際、油圧ダンパー内に高圧部と低圧部が生じ、高圧
部から低圧部に向かってオイルがオリフィスの小さ
い弁（穴）を通過する際に大きな抵抗力が発生し、こ
れが減衰力となる。

ダンパーのシリンダー内部に充填された粘性体の
抵抗エネルギーによって、地震時の繰り返し変位に
対して振動エネルギーを消費する。
抵抗エネルギーは流動体の摩擦エネルギーに変換
され、大気中に放出される。

上部構造と下部構造の相対変位により、ダンパー
本体のシリンダー内をピストンが往復することによ
り、シリンダー内に充填された粘性材の流動が起こ
り、流動抵抗力が発生し、この抵抗エネルギーに
よって地震エネルギーを消費する。

1),2)

・トグル制震装置配置パターン

　　　　　　凸型　　　　　　　　　　　凹型

1）
　　　　　本技術の標準ラインナップ一覧

2）

1),2)

技術基本情報 技術の概要

1)標準的形
状・寸法・重量
2)本技術の対
象範囲

技術基本情報 制震原理（減衰機構）

①減衰機構の区別

②標準的な
形状・寸法・
重量（図示）

③-1)適用
上の制約

③-2)付加
機能の有無

カタログ等参考資料

1),2)
本製品は標準品として下記のバリエーション（36種）
を有す。
抵抗力：100KN～2000KNの9種類
ストローク：±100mm～±250mmの4種類
重量：134.2kg～2465.3kg
また、標準外のストロークに関しては個別対応を行
い、±500mmまでの実績を有す。
標準ラインナップおよび特性値等は製品改良のた
め予告なく仕様の変更を行うことがあります。
本図は、一例として抵抗力2000KN、ストローク±
250mmの製品の例を記載する。

抵抗力

（ｋＮ） ±100 ±150 ±200 ±250

PWD100 100kN 973 1,223 1,473 1,723 146 75 ～ 120

PWD200 200kN 1,120 1,370 1,620 1,870 178 140 ～ 200

PWD300 300kN 1,269 1,519 1,769 2,019 217 225 ～ 315

PWD400 400kN 1,405 1,655 1,905 2,155 260 345 ～ 470

PWD500 500kN 1,495 1,745 1,995 2,245 285 470 ～ 630

PWD750 750kN 1,690 1,940 2,190 2,440 356 820 ～ 1,065

PWD1000 1000kN 1,860 2,110 2,360 2,610 407 1,140 ～ 1,440

PWD1500 1500kN 2,060 2,310 2,560 2,810 407 1,615 ～ 1,910

PWD2000 2000kN 2,230 2,480 2,730 2,980 458 2,265 ～ 2,655

ダンパー全長 L（mm）
製品名

ダンパー
外径D
（mm）

ダンパー重量
（kg）
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「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

①適用可能な
最大振幅量

減衰の方向：Fx方向
最大振幅量：±250mm(標準品全抵抗力)
　　　　　　※最大実績は±500mm

減衰の方向：Ｆｘ方向
最大振幅量：±250mm
※全ての標準ラインナップに対して同じ

減衰の方向：Fx方向
最大振幅量：±350mm（標準品）
※実績としては±650mm

②適用可能な
可動速度

減衰の方向：Fx方向
可動速度　：1000mm/sec（標準品の想定速度）
※過去の試験における最大速度の実績は
1800mm/sec。

減衰の方向：Ｆｘ方向
可動速度 　：800mm/sec
※全ての標準ラインナップに対して同じ

減衰の方向：Fx方向
可動速度　 ：0～1500mm/sec（限界速度）

③その他の条
件

無し 無し 無し

技術基本情報
性能保証条

件
適用条件
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「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

①外気温の範
囲

－30℃～+50℃ －20℃以上 -10℃～+50℃
—40℃～+80℃

（ただし、範囲の内で100℃の幅で使用。）

対応可 対応可 対応可 対応可

付帯条件無し 付帯条件無し -10℃以上 付帯条件無し

対応可 対応可 対応可 対応可

付帯条件無し 付帯条件無し
金属溶射仕様の選択、または塗装仕様の場合には
経年劣化に伴う随時タッチアップの実施を条件とす
る。

付帯条件無し

④対応可能な
地形条件

⑤その他の特
殊環境条件へ
の適用性特筆
事項

土中、水中へは適用不可。 土中、水中へは適用不可。 土中、および浸水する箇所、または水しぶきを常時
浴びるような箇所には適用不可。

土中、水中へは適用不可。

有り 無し 無し 無し

1)参考価格

135万円(税抜き：100KN±100㎜の場合)
594万円(税抜き：2000KN±250㎜の場合)

500KN油圧ダンパー用トグル制震装置　300万円
850KN油圧ダンパー用トグル制震装置　515万円
（税抜き）

約140万円～約570万円　※１台当り価格（税抜） 130～810万円 （税抜き）

2)価格条件
上記は、塗装仕様の場合とする。 何れも1枠1基の価格 4台以上製作の場合の価格，北海道・沖縄・離島は

別途
「技術の概要　②」の標準品の価格範囲
KVD100±100～KVD2000±350

1)標準納期
4～6ｹ月 4ｹ月 4～5ｹ月 6ｹ月

2)納期条件
製作指示を受けた後の、各部品の手配から製造、
全数の性能検査までを含んだ期間を標準納期とす
る。

材料手配2.5ｹ月+製作1.5か月＝4ヶ月 仕様・構造決定後、製作着手から納品まで（材料手
配期間を含む）

材料手配から納品までの製作期間(設計期間は除
く)

無し 無し 無し 無しカタログ等参考資料

環境条件

カタログ等参考資料

技術基本情報

性能保証条
件

②積雪地域へ
の対応可否
1)対応可否
2)付帯条件

③塩害地域へ
の対応可否
1)対応可否
2)付帯条件

経済性

製品の参考
価格

標準納期

陸上 河川上 海上 陸上 河川上 海上 陸上 河川上 海上 陸上 河川上 海上陸上 河川上 海上 陸上 河川上 海上
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「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

情報の提示内
容

2)モデル設定
の考え方

3)特性値の根
拠
①根拠の種別
②根拠の対象
③根拠の内容
④根拠の母数
⑤根拠の条件
⑥モデル適用
条件

4)特性値の分
布程度
①平均値
②標準偏差
③変動係数

力学モデルを
定義する部材
としての範囲

根拠資料

情報掲載不要事項

※本技術は静的な剛性を有しない技術であり、橋を
構成する部材として使用する技術ではないことか
ら、Ａ－１の①項全項について情報の掲載が不要な
技術である。

情報掲載不要事項

※本技術は静的な剛性を有しない技術であり、橋を
構成する部材として使用する技術ではないことか
ら、Ａ－１の①項全項について情報の掲載が不要な
技術である。

情報掲載不要事項

※本技術は静的な剛性を有しない技術であり、橋を
構成する部材として使用する技術ではないことか
ら、Ａ－１の①項全項について情報の掲載が不要な
技術である。

情報掲載不要事項

※本技術は静的な剛性を有しない技術であり、橋を
構成する部材として使用する技術ではないことか
ら、Ａ－１の①項全項について情報の掲載が不要な
技術である。

基本性
能情報

①意図する
方向の抵抗
力に関する
情報

1)解析に用い
る耐荷力特性
の力学モデル
①力学モデル
②本技術の特
性値の分布
③力学モデル
と特性値の分
布との関係

A-1

耐荷性能に
関する情報
（橋を構成す
る部材として
の静的耐荷
力特性）
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「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

基本性
能情報

A-1

耐荷性能に
関する情報
（橋を構成す
る部材として
の静的耐荷
力特性）

①意図する
方向の抵抗
力に関する
情報

1)意図しない
方向の抵抗力
の定量的評価
方法
2)当該抵抗力
に対する耐荷
力
3)意図しない
抵抗力が発生
する場合の剛
性抵抗を発揮
する方向の特
性値への影響
量
4)意図しない
抵抗力の発生
を極力抑える
ための方法

1)
Fz方向の許容回転角（±3°）を超えた回転変位が
発生すると抵抗力が発生するが、4)に記載の対応
により、基本的には当該抵抗力は発生しない。
2)　当該情報無し
3)
本技術は剛性抵抗を有しない。（情報掲載不要事
項）
4)
両端部に球面軸受を有し、かつピン部には隙間を
設けることにより、Fz方向許容回転角±50°、Fy方
向許容回転角±3°を確保しており、かつこれ以上
の回転角が生じない範囲での適用を使用条件とし
ている（また特殊設計としてクレビス形状を変更する
ことにより、上記の許容回転角を広げることも可
能。）ことより、全方向とも意図しない抵抗力は基本
的には発生しない。

1)
トグル制震装置の構面外にせん断変形が生じると、
トグル腕部材とピン支承の剛性により抵抗力が基
図-1のMＸ1～3、MY１～3、FZ１～3方向に生じる。但
し、ピンのクリアランスによる変形までは抵抗力は
生じない。
意図しない方向の抵抗力については、本製品の剛
性をモデル化したＦＥＭ解析により評価することがで
きる。
2)
トグル制震装置を構成する部材、および接続部部
材の耐荷力がこれに相当する。各部材の鋼材はＪＩ
Ｓ規格品又は国交省大臣認定を取得した材料とし、
耐荷力はこの材料強度より求められるが定量的情
報は無し。
3)　本技術は剛性抵抗を有しない。（情報掲載不要
事項）
4)
トグル制震装置の油圧ダンパー両端部には球面軸
受けを設置し軸方向力のみ伝達可能な構造とし、ま
た2本の腕部材両端部にはθz方向に回転可能なピ
ン支承を設置しＭｚ（構面内の曲げ）を解放する構
造としている。さらにＭｙ，Ｍｘ（構面外の曲げ）に対
しては、ピンとガセット間及びピンとクレビス間にクリ
アランスを設け、使用条件として当該クリアランス以
上の回転角が生じない範囲での適用を設定してい
る。

1)
副軸まわりの許容回転角（±約5°）を超えた回転
変位が発生すると抵抗力が発生するが、4)に記載
の対応により、基本的には当該抵抗力は発生しな
い。
2)
上記1）の通りであり、情報掲載不要
3)
本技術は剛性抵抗を有しないため、情報掲載不要
4)
制震ダンパー両端に回転可能なクレビスを有し、主
軸まわりに±約80度、副軸まわりに±約5度の回転
を許容できる構造であり、かつこれ以上の回転角が
生じない範囲での適用を使用条件としていることに
より、全方向について意図しない抵抗力は発生しな
い。

1)
Fz方向の許容回転角（±3°）を超えた回転変位が
発生すると抵抗力が発生するが、4)に記載の対応
により、基本的には当該抵抗力は発生しない。
2)　当該情報無し
3)
本技術は剛性抵抗を有しない。（情報掲載不要事
項）
4)
球面軸受けによりFy方向回転フリー、Fz方向±3°
まで回転を許容しており、かつこれ以上の回転角が
生じない範囲での適用を使用条件としていることよ
り、全方向とも意図しない抵抗力は基本的には発生
しない。
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

設計耐久期間として具体的期間の提示は不可。 設計耐久期間として60年間動作保証する。 設計耐久期間として具体的期間の提示は不可 設計耐久期間として、2)に挙げる防錆仕様による耐
久性能、およびその定期メンテナンスの実施を前提
条件に、100年間動作保証する。

2)経年の影
響に対し上
記設計耐久
期間におい
て動作およ
び所定の性
能が担保で
きるとする
根拠

①対象箇所
②耐久性項目
③道示Ⅰ
6.2(1)方法区
分
④構造仕様
⑤メンテナン
ス条件

※常時の緩速度における制震ダンパー抵抗力は極
めて小さく、意図する方向の力については、クレビス
等鋼部材には、疲労耐久性に影響を及ぼす程の応
力は発生しない。
※常時（温度変化に伴う緩速変位）における制震ダ
ンパーの耐久性の観点で、緩速度での5000回正負
交番繰り返し載荷試験を実施し、粘性体の漏れ、ピ
ストンロッドの変形、クレビス可動部の不具合は確
認されず、試験前後における減衰抵抗力の履歴曲
線に変化が見られないことを確認。
・意図しない方向については、”Ａ-1②4)”により本
体および取付け部ともに疲労対象応力が最小限に
抑制されている。

無し 有り 有り 無し

有り 無し 無し 無し

1)設計耐久期間

3)根拠資料

4)使用実績資料

基本性
能情報

A-2
耐久性に関
する情報

構造仕様 メンテナンス条件
方法区分

道示Ⅰ6.2(1)
耐久性項目対象箇所

粘性体 経年劣化 方法３
密閉された容器に充填
させるため経年劣化は
生じない

不要

ダンパー
本体

防食性 方法２
下記いずれかを選択
・重防食塗装
・金属溶射

5年毎定期点検、劣化部
はタッチアップ

取付部 耐疲労性 方法３

クレビス機構の設置に
より、取付部に生じる
相対変位に伴う二次応
力の発生を回避

変状無い限り原則不要

摺動部 耐摩耗性 方法３
高耐摩耗性のパッキン
を適用。

変状無い限り原則不要

クレビス 防食性 方法２
下記いずれかを選択
・溶融亜鉛めっき
・金属溶射

5年毎定期点検、劣化部
はタッチアップ

対象箇所 耐久性項目
方法区分

道示Ⅰ6.2(1)
構造仕様 メンテナンス条件

ダンパー本体 防食性 方法2 重防食塗装 30年に1回塗り替え

溶融亜鉛めっきの

場合
変状無い限り原則不要

重防食塗装の場合 30年に1回塗り替え

取付部 耐疲労性 方法3

クレビス機構の設

置により、取付部

に生じる相対変位

にともなう二次応

力の発生を回避。

変状無い限り原則不要

クレビス

（上下部構造

側）

防食性 方法2

対象箇所 耐久性項目
方法区分

道示Ⅰ 6.2(1)
構造仕様 メンテナンス条件

鋼材一般部 防食性 方法２
重防食塗装

金属溶射

20年程度に1回塗替え

変状無い限り原則不要

カバー 防食性 方法３ ステンレス板使用 変状無い限り原則不要

取付け部 耐疲労性 方法３
球面軸受の採用により、取り付け部

に生じる面外応力の発生を回避
変状無い限り原則不要
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

B-1
依存性のあ
る因子の抽
出

速度依存性 速度依存性 速度依存性 速度依存性

①依存性に
関する定量
的情報

1)定量的依存
性情報
2)依存性情報
のばらつき量
3)当該依存性
に関するコメン
ト

1)
・依存性の評価指標：抵抗力
下記に示すように、速度の0.1乗に依存。

F＝CV
0.1

F：抵抗力(KN)
C：減衰定数（2000KNでは1074.3KN・sec/mm）
V：速度(mm/sec)
2)
抵抗力：0～20％もしくは±10％（ばらつき幅20%）
3)
1)の式で定義できる速度依存性あり。

1) ,2)
・依存性の評価指標：減衰力
※代表的な850KN油圧ダンパーに関して記す。

注記：
・上図中、±10％のラインは減衰力のばらつきの製品出荷時に

おける管理値を示す。

3)
・油圧ダンパーの減衰力は速度に依存する。

1）,2）
・依存性の評価指標：最大減衰抵抗力

3）当該依存性に関するコメント
製品ラインナップとしては、抵抗力100kN～2000kN
のタイプがあるが、その中で抵抗力が小さいタイ
プ，中間のタイプ，大きいタイプの載荷試験を実施
している。製品ラインナップの中で試験実施済のタ
イプ以外のものは、抵抗力発生メカニズム（構造）が
同様であることより、同様の依存性を有すると考え
る。（本データは、その代表として400kNの場合を提
示）

1)
・依存性の評価指標：減衰抵抗力

※グラフは異なるサイズの5製品の結果を示す
2)　当該情報無し
3)
速度依存性あり。

減衰効果に影響を及ぼす
／及ぼさないことが判明し
ている依存性因子

B-21

着目する依存性因子

依存性
情報

各種依存性
に関する情
報

10

100

1,000

0.001 0.010 0.100 1.000 10.000

最
大

減
衰

抵
抗

力
F

（
ｋ
N

）

ダンパー伸縮速度 V （m/sec）

載荷試験データ

設計値(+0%)

＋20%

中央値

F=C・V 0.18

PWD400タイプ

ＰＷＤ400

振幅速度
速度

(m/sec)

最大
変位

(mm)

繰返し
回数
(回)

1~5回目の
平均値
(kN)

1~5回目までの
変化率の最大

(%)
速度１ 0.01 120 5 208.9 0.65
速度２ 0.03 120 5 261.8 1.26
速度３ 0.05 120 5 288.6 1.20
速度４ 0.10 120 5 318.7 0.62
速度５ 0.24 120 5 378.4 1.89
速度６ 0.48 120 5 428.0 2.01
速度７ 0.83 120 5 485.4 1.60
※変化率＝（各回の値－平均値）／平均値

載荷制御条件 最大減衰抵抗力

低速度領域特性

中・高速度領域依存性

分類 依存性因子 依存性の評価指標 記号 依存性の有無

速度 抵抗力 B-21 有り

温度 抵抗力 B-22 無し

繰返し振幅回数 抵抗力 B-23 無し

繰返し振幅幅 累積塑性変形倍率 B-24 無し

本技術のみ

提示
振動数 抵抗力 B-21S 有り

各技術

共通着目

Fy×1.1
Fy

Fy×0.9

+10％

-10％

速度(V）

減衰力(F）

リリーフ減衰力 Fy

1.1･Fy

0.9･Fy

C1 : 1次減衰係数（設定値）

C2 ：

２次減衰係数（設定値）

力学モデル（F-V関係設定値）

（設定値）

分類 依存性因子 依存性の評価指標 記号 依存性の有無

速度 抵抗力 B-21 有り

温度 抵抗力 B-22 有り

繰返し振幅回数 抵抗力 B-23 無し

繰返し振幅幅 累積塑性変形倍率 B-24 無し

本技術のみ

提示
ʷ ʷ ʷ ʷ

各技術

共通着目

分類 依存性因子 依存性の評価指標 記号 依存性の有無

速度 抵抗力 B-21 有り

温度 抵抗力 B-22 有り

繰返し振幅回数 抵抗力 B-23 無し

繰返し振幅幅 累積塑性変形倍率 B-24 無し

本技術のみ

提示
繰返し振幅幅 抵抗力 B-23S 無し

各技術

共通着目

分類 依存性因子 依存性の評価指標 記号 依存性の有無

速度 抵抗力 B-21 有り

温度 抵抗力 B-22 無し

繰返し振幅回数 抵抗力 B-23 無し

繰返し振幅幅 累積塑性変形倍率 B-24 無し

本技術のみ

提示
ʷ ʷ ʷ ʷ

各技術

共通着目
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

1)依存性情報
の前提条件

・外気温：-30℃～50℃
・繰返し回数：6回
・最大変位：製品の最大変位

・速度：　600mm/s以下
・振動数：　5Hz未満
・減衰力：　850KN油圧ダンパー　850KN以下
・振幅：　±110mm以下
・外気温：　ｰ20℃以上

外気温：室温（常温）
繰返し回数：５回（試験速度に達する前後の変位漸
増・漸減載荷は除く）
最大変位：試験体ストロークの80％変位
試験体の数：１体

加振回数：予備加振2振幅の後、定常加振3振幅
　　　　　　 （定常加振の2振幅目を評価する）
波形　　  ：sin波

2)根拠資料 有り 有り 有り 有り

製造上の個体差が考えられる。
※出荷時の性能確認試験において、抵抗力のばら
つきを0～20%（または協議により±10%）で管理。

当該情報無し 最大減衰抵抗力時の瞬間応答速度の違い
※ばらつきに対しては、出荷時製品検査によって定
格減衰抵抗力の±10％で管理。

加工寸法精度

下式に示す速度－抵抗力関係式により減衰性能を
定義することにより速度依存性の影響を反映。
※速度依存モデルにおける解析を推奨するが、速
度依存性自体が比較的小さいため、適用速度範囲
をあらかじめ限定した上で、変位－抵抗力のバイリ
ニアモデルを用いた解析も可能。

速度依存性についてはＥ－１に示す速度－抵抗力
関係式による解析モデルとして評価する。
また減衰性能のばらつき10%は、減衰性能の設定
値（1次減衰係数C1、2次減衰係数C2及びリリーフ
減衰力Fy）にそれぞれ1.1または0.9を乗じた値とす
ることによりＥ－１の解析モデルに反映可能。

「E-1」項に示す「F=CV
α

」の定式化によって反映可
能。

速度依存性は、下式によりE-1の力学モデルに反映
可能。

依存性
情報

B-21
各種依存性
に関する情
報

④”ばらつき”を含め当該依
存性をE-1の減衰性能情報
に反映させるための補正方
法

②依存性情
報の再現性
が担保でき
る前提条件

③依存性情報の”ばらつき”
の要因として考えられる事
項
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

振動数依存性

①依存性に
関する定量
的情報

1)定量的依存
性情報
2)依存性情報
のばらつき量
3)当該依存性
に関するコメン
ト

1)
・依存性の評価指標：減衰力
※代表的な850KN油圧ダンパーに関して記す。

　

2)　当該情報無し
3)
・油圧ダンパーの減衰力は振動数に依存する。
・振動数依存性による影響は1次減衰係数領域では
大きいが、2次減衰係数領域では小さい。

1)依存性情報
の前提条件

・速度：　600mm/s以下
・振動数：　5Hz未満
・減衰力：　850KN油圧ダンパー　850KN以下
・振幅：　±110mm以下
・外気温：　ｰ20℃以上

2)根拠資料 有り
当該情報無し

油圧ダンパーの力学モデルは、減衰勾配を表す非
線形ダッシュポットと装置剛性を表す線形ばねを直
列に配置したMaxwellモデル（B図-２参照）で表せ、
Maxwellモデルを採用することで振動数依存性を考
慮することが出来る。

－ －－

着目する依存性因子

②依存性情
報の再現性
が担保でき
る前提条件

③依存性情報の”ばらつき”
の要因として考えられる事
項

④”ばらつき”を含め当該依
存性をE-1の減衰性能情報
に反映させるための補正方
法

依存性
情報

B-21S
各種依存性
に関する情
報
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

温度依存性 温度依存性 温度依存性 温度依存性

①依存性に
関する定量
的情報

1)定量的依存
性情報
2)依存性情報
のばらつき量
3)当該依存性
に関するコメン
ト

1)
・依存性の評価指標：抵抗力

2)ばらつき無し。
3)常温となる23℃を含め、-30℃～50℃にて速度を
変え抵抗力を計測した結果によれば、温度依存性
は無し。

1)
・依存性の評価指標：減衰力
※代表的な850KN油圧ダンパーに関して記す。

2)　当該情報無し
3)
-20℃～80℃の温度範囲での減衰性能の変化は小
さく、温度依存性はない。

1）,2）
・依存性の評価指標：最大減衰抵抗力

3）当該依存性に関するコメント
標準温度（23℃）を中心とした-10℃～40℃における
減衰抵抗力の変化率は+7.0％～-3.7％であり、±
10％の範囲内にある。

1)
・依存性の評価指標：減衰抵抗力

※グラフは異なるサイズの2製品の結果を示す

2)　当該情報無し
3)
大気温度の範囲内においては、温度による依存性
は±10％程度。

1)依存性情報
の前提条件

・載荷速度：250～1000mm/sec
・外気温：-30℃～50℃
・繰返し回数：6回
・最大変位：製品の最大変位

・速度：　600mm/s以下
・振動数：　5Hz未満
・減衰力：　850KN油圧ダンパー　850KN以下
・振幅：　±110mm以下
・外気温：　－20℃以上

繰返し回数：５回（試験速度に達する前後の変位漸
増・漸減載荷は除く）
最大変位：表中の載荷制御条件による
振幅速度：表中の載荷制御条件による
試験体の数：１体

振幅　　  ：±80ｍｍ
振動数　 ：0.5Hzの動的載荷
最大速度：250mm/sec
加振回数：予備加振2振幅の後、定常加振3振幅
　　　　　　 （定常加振の2振幅目を評価する）
波形　　  ：sin波

2)根拠資料 有り 有り 有り 有り

依存性なし（情報掲載不要事項） 依存性なし（情報掲載不要事項） ・最大減衰抵抗力時の瞬間応答速度の違い
・粘性体の流動抵抗に伴う発熱による影響
※ばらつきに対しては、出荷時製品検査によって定
格減衰抵抗力の±10％で管理。

本因子についての減衰抵抗力の変化率は10%以
内。
ばらつきに関する情報は無し。

依存性なし（情報掲載不要事項） 依存性なし（情報掲載不要事項） 本因子についての減衰抵抗力の変化率は10%以
内。
モデルへの具体的反映方法としての情報は無し。

本因子についての減衰抵抗力の変化率は10%以
内。
モデルへの具体的反映方法としての情報は無し。

②依存性情
報の再現性
が担保でき
る前提条件

③依存性情報の”ばらつき”
の要因として考えられる事
項

着目する依存性因子

依存性
情報

B-22
各種依存性
に関する情
報

④”ばらつき”を含め当該依
存性をE-1の減衰性能情報
に反映させるための補正方
法

温度依存性
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

繰返し振幅回数依存性 繰返し振幅回数依存性 繰返し振幅回数依存性 繰返し振幅回数依存性

①依存性に
関する定量
的情報

1)定量的依存
性情報
2)依存性情報
のばらつき量
3)当該依存性
に関するコメン
ト

1)
・依存性の評価指標：抵抗力

2)繰り返し載荷による抵抗力の変化は10%程度。
3)小振幅連続8000回、大振幅連続10回の繰り返し
載荷試験を実施し、抵抗力に大きな変化がないこと
を確認。したがって当該因子の依存性なし。

1)
依存性指標：減衰力
※500KN油圧ダンパー　で確認した情報を示す。

2)当該情報なし
3)繰返し加振試験の開始と終了時で減衰力-変位
関係はほぼ一致しており、繰返し振幅回数による依
存性はない。

1),2),3)
・依存性の評価指標：減衰抵抗力
B-21 1)，2)に示した通り、５回繰り返しの中で抵抗
力の変化（ばらつき）は最大で2％程度である。
また、50回繰り返し載荷結果では、１回目の抵抗力
に対して、変化率は最大6％程度である。50回繰り
返し載荷の荷重履歴データを以下に示す。
上記より、繰り返し振幅回数の依存性ではなく抵抗
力のばらつきであり、依存性は無い。

＜試験結果データに関する補足＞
試験時間1200秒～1300秒付近で負側抵抗力値に
不連続な点が見られるが、これは、試験途中で載
荷治具のガイドを取り除いたことによる影響である。
前後の抵抗力値の推移は概ね一定であり、繰り返
し振幅回数による依存性は無い。

1)
・依存性の評価指標：減衰抵抗力

2)　当該情報無し
3)
繰返し回数依存性は無い。

1)依存性情報
の前提条件

・小振幅試験：
　連続8000回、振幅±2㎜、振動数0.3Hz
・大振幅試験：
　連続10回、振幅±200㎜、振動数0.1Hz

・速度：　600mm/s以下
・振動数：　5Hz未満
・減衰力：　500KN油圧ダンパー　500KN以下
・振幅：　±110mm以下
・外気温：　－20℃以上

外気温：室温（常温）
繰返し回数：50回
最大変位：試験体ストロークの80％変位
振幅速度：0.025m/sec
　　　　　　　※実速度は上図を参照

振幅　　  ：±80ｍｍ
振動数　 ：0.5，0.01Hz
最大速度：250，5mm/sec
加振回数：定常加振各50回毎に下記にて測定。
　　　　　　 予備加振2振幅の後、定常加振3振幅
　　　　　　 （定常加振の2振幅目を評価する）
波形　　  ：sin波

2)根拠資料 有り 有り 有り 有り
依存性なし（情報掲載不要事項） 依存性なし（情報掲載不要事項） ・最大減衰抵抗力時の瞬間応答速度の違い

・粘性体の流動抵抗に伴う発熱による影響
※ばらつきに対しては、出荷時製品検査によって定
格減衰抵抗力の±10％で管理。

依存性なし。（情報掲載不要事項）

依存性なし（情報掲載不要事項） 依存性なし（情報掲載不要事項） 依存性なし（掲載不要事項） 依存性なし。（情報掲載不要事項）

依存性
情報

B-23
各種依存性
に関する情
報

着目する依存性因子

②依存性情
報の再現性
が担保でき
る前提条件

③依存性情報の”ばらつき”
の要因として考えられる事
項

④”ばらつき”を含め当該依
存性をE-1の減衰性能情報
に反映させるための補正方
法

繰返し回数（回）

大振幅試験（±200mm）

繰返し回数（回）

小振幅試験（±2mm）
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

繰返し振幅幅依存性

①依存性に
関する定量
的情報

1)定量的依存
性情報
2)依存性情報
のばらつき量
3)当該依存性
に関するコメン
ト

1)
・依存性の評価指標：減衰抵抗力

※グラフは定常加振2振幅目を示す。
2)　当該情報無し
3)
減衰抵抗力の繰返し振幅幅の依存性は無い。

1)依存性情報
の前提条件

振幅　　  ：±80，160ｍｍ
振動数　 ：0.5，1.0Hzの動的載荷
最大速度：500mm/sec
加振回数：予備加振2振幅の後、定常加振3振幅
　　　　　　 （定常加振の2振幅目を評価する）
波形　　  ：sin波

2)根拠資料 有り

依存性なし。（情報掲載不要事項）

依存性なし。（情報掲載不要事項）

繰返し振幅幅依存性 繰返し振幅幅依存性 繰返し振幅幅依存性 繰返し振幅幅依存性

1)定量的依存性情報
・依存性の評価指標：累積塑性変形倍率
本技術はシリンダー内を流動する粘性体の摩擦エ
ネルギーにより地震時の振動エネルギーを消費す
る機構であり、材料の塑性化を利用したエネルギ－
消費機構ではないことから、累積塑性変形は発生
せず、したがって当該因子による依存性は無い。

1)定量的依存性情報
・依存性の評価指標：累積塑性変形倍率
本技術は油圧ダンパー内の粘性が小さい作動油が
ピストンのオリフィス弁を通過する時の慣性力によ
る流れ抵抗により地震時の振動エネルギーを消費
する機構であり、材料の塑性化を利用したエネルギ
－消費機構ではないことから、累積塑性変形は発
生せず、したがって当該因子による依存性は無い。

1)定量的依存性情報
・依存性の評価指標：累積塑性変形倍率
本技術はシリンダー内を流動する粘性体の摩擦エ
ネルギーにより地震時の振動エネルギーを消費す
る機構であり、材料の塑性化を利用したエネルギ－
消費機構ではないことから、累積塑性変形は発生
せず、したがって当該因子による依存性は無い。

1)定量的依存性情報
・依存性の評価指標：累積塑性変形倍率
本技術はシリンダー内を流動する粘性体の摩擦エ
ネルギーにより地震時の振動エネルギーを消費す
る機構であり、材料の塑性化を利用したエネルギ－
消費機構ではないことから、累積塑性変形は発生
せず、したがって当該因子による依存性は無い。

－ －

依存性
情報

B-24
各種依存性
に関する情
報

着目する依存性因子

①依存性に関する定量的
情報

B-23S
各種依存性
に関する情
報

着目する依存性因子

②依存性情
報の再現性
が担保でき
る前提条件

③依存性情報の”ばらつき”
の要因として考えられる事
項

④”ばらつき”を含め当該依
存性をE-1の減衰性能情報
に反映させるための補正方
法

－
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

1)材料の種別
2)材料の特性
値の名称
3)耐荷性能・
減衰性能への
影響内容
4)規格区分・
規格内容

1)～4) 1）～4) 1)～4)

5)根拠資料 無し 有り 無し 無し

1)材料の種別
2)材料の特性
値の名称
3)耐久性能へ
の影響内容
4)規格区分・
規格内容

1)～4) 1）～4) 1)～4)

5)根拠資料 無し 有り 無し 無し

材料情
報

C-1

材料の機械
的性質・力
学的特性・
化学的特性
に関する情
報

①耐荷性
能、減衰性
能に直接影
響する部分
に使用され
ている材料
の情報

②耐荷性
能、減衰性
能を確保す
るために求
められる耐
久性能に関
係する部分
に使用され
ている材料
の情報

1)材料の種別
2)材料特性値

の名称

3)減衰性能

への影響内容
4)規格区分 4)規格名

トグル制震装置

の腕部材の鋼材
降伏点強度

塑性変形でトグル制

震装置の減衰力ー速

度関係に影響する

ＪＩＳ規格
GIS G 3445

STKM13A

トグル制震装置

クレビスの鋼材
材料強度

塑性変形でトグル制

震装置の減衰力ー速

度関係に影響する

自主規格
大臣認定

MSTL-0274他

トグル制震装置

ピンの鋼材
降伏点強度

塑性変形でトグル制

震装置の減衰力ー速

度関係に影響する

ＪＩＳ規格
JIS G 4053

SCM435

トグル制震装置

の腕部材

ピン間

⾧さ

トグル増幅倍率変化

で減衰力ー速度関係

に影響する

自主規格

トグル制震装置

の設計・施工に

関する技術指針

トグル制震装置

腕部材取付部ガ

セットプレート

ピン間

⾧さ

トグル増幅倍率変化

で減衰力ー速度関係

に影響する

自主規格

トグル制震装置

の設計・施工に

関する技術指針

基図-2に示す油圧ダンパーに関する材料はダンパーメーカーの仕様による。

1)材料の種別
2)材料特性値

の名称

3)耐久性能

への影響内容
4)規格区分 4)規格名

トグル制震装置

の塗装
耐腐食性

トグル制震装置の設

計耐久期間に影響す

る

その他
日本道路協会

鋼道路橋防食便覧

Cー5

基図-2に示す油圧ダンパーに関する材料はダンパーメーカーの仕様による。
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

1)減衰性能・
耐荷性能に関
する管理項目
①検査項目
②確認方法
③確認の頻度
④合否判定方
法

2)耐久性能に
関する管理項
目
①検査項目
②確認方法
③確認の頻度
④合否判定方
法

1)トレーサビリ
ティの方法

ミルシートおよび加振試験結果記録で確認する。 製品毎の性能試験結果記録で確認する。 鋼材：ミルシート、熱処理成績書で確認する。
粘性体：材料試験成績書で確認する。

ミルシートで確認する。

2)品質確認試
験要領書

有り 有り 有り 有り

品質管
理情報

D-1
品質管理に
関する情報

①製品出荷
時に行う品
質管理項目

②C-1で挙
げた材料に
ついて、そ
の品質確保
が適切にな
されているこ
とを追跡・確
認する方法

Ｄ表ｰ2 耐久性に関する管理項目

単調載荷試験 全数
移動可能量が製品設計値以
上あること

検査項目 確認方法 確認頻度 合否判定方法

エネルギー
消費性能

動的載荷試験
載荷振幅:許容変位の80％
載荷速度:30mm/sec
振幅回数:５回
外気温:室温（常温）

全数

①減衰抵抗力値が製品設計
値の±10％以内であること
②荷重-変位履歴曲線が滑ら
かで異常がないこと

移動可能量

クレビスの
可動状況

可動確認 全数
設計図に示す可動範囲の回
転が可能であること

使用材料
書類確認
 材料検査成績書
 熱処理成績書

全数
使用材料と各成績書の突合
せ

防錆処理

①書類確認
 塗料検査成績書
 溶融亜鉛めっき検査成績書
②膜厚計測

全数
鋼道路橋防食便覧の規定
（外観・膜厚・付着量）に
より判定

溶接部
①外観検査
②非破壊検査
（完全溶け込み溶接部のみ）

全数

①道示Ⅱ20.8.6（外部きず
検査）による判定
②JIS Z 3060超音波探傷試
験による判定

検査項目 確認方法 確認頻度 合否判定方法 検査項目 検査頻度 検 査 要 領 

一般外面の 膜厚 全数 検査方法　　：測定方式 膜厚法 

防食処理 合否判定基準：測定値が標準膜厚以上であること

検査項目 検査頻度 検 査 要 領 

性能検査
履歴曲線
の確認

全数
検査方法　　：定格速度加振で得られた履歴曲線の確認
　　　　　　　（正弦波，1Hz，±80mm，500mm/sec）
合否判定基準：滑らかで異状のないこと

減衰抵抗力

の測定
全数

検査方法　　：定格速度加振による減衰抵抗力の測定

　　　　　　　（正弦波，1Hz，±80mm，500mm/sec）
合否判定基準：設計値に対し±10％以内であること

可動確認 全数 検査方法　　：設計最大ストロークの変位を与える

合否判定基準：滑らかで異状のないこと
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

情報の提示内
容

例１：シリーズの代表1000KNの場合 トグル制震構法で採用している代表的な油圧ダン
パーTGK850に関する情報

シリーズの代表タイプPWD400±150の場合 各製品タイプごとに情報を提示。

＜変位－荷重特性＞による減衰特性の情報なし。
＜速度－荷重特性＞として情報を提示。

（その1） ＜変位－荷重特性＞による減衰特性の情報なし。
＜速度－荷重特性＞として情報を提示。

設計に
関する
情報

E-1
減衰特性に
関する情報

①減衰特性
に関する情
報

＜変位－荷重
特性＞
1)解析に用い
る減衰特性の
力学モデル
①力学モデル
②本技術の特
性値の分布
③力学モデル
と特性値の分
布との関係
④等価減衰定
数を用いた力
学モデルと特
性値との比較

本情報は、抵抗力=1000KN±250mmの標準品の場
合の例を示す。

正側:引張側

負側:圧縮側

3 -117.5 0

最大:
最小:
平均:
標準偏差:
変動係数:

圧縮側荷重除荷点
（残留変位）

1 -2.5 -400

最大:+9.2％
最小:+5.2％
平均:+7.2％
標準偏差:1.42％
変動係数:0.01

圧縮側降伏点

2 -120 -400

最大:
最小:
平均:
標準偏差:
変動係数:

圧縮側設計許容変位
（本技術の適用範囲）
※左記は試験変位を示
す

120 400

最大:+10.2%
最小:+5.8%
平均:+8.1%
標準偏差:1.56％
変動係数:0.01

最大:
最小:
平均:
標準偏差:
変動係数:

変化点

力学モデル 特性値

変化点の定義変位量
(mm)

抵抗力値
(kN)

発生し得る抵抗力の
ばらつき量

最大:
最小:
平均:
標準偏差:
変動係数:

引張側降伏点

引張側設計許容変位
（本技術の適用範囲）
※左記は試験変位を示
す

引張側荷重除荷点
（残留変位）

1

2

3 117.5 0

変化点 変位量
(mm)

抵抗力値
(kN)

発生し得る抵抗力の
ばらつき量

力学モデル 特性値

変化点の定義

2.5 400

-500

-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

500

-150 -100 -50 0 50 100 150

荷
重
(k
N
)

変位(mm)

変化点１ 変化点２

変化点３変化点３

変化点１変化点２
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

設計に
関する
情報

E-1
減衰特性に
関する情報

①減衰特性
に関する情
報

前頁の続き

＜変位－荷重
特性＞
1)解析に用い
る減衰特性の
力学モデル
①力学モデル
②本技術の特
性値の分布
③力学モデル
と特性値の分
布との関係
④等価減衰定
数を用いた力
学モデルと特
性値との比較

※特性値欄の説明
・「最大、最小」は、製品規格として設定した抵抗力の上限
値と下限値であり、この値は、力学モデルとして設定した
規格抵抗力に対し、0～+20％（最小0%、最大+20%）となる
よう管理していることを示す。（なお管理値は、協議により
±10%に設定可能）
・変化点1の「平均」は、3)項に示す製品本体の試験結果
より得られた変位－抵抗力曲線のY軸切片抵抗力の値を
示す。また試験結果による「最大、最小、標準偏差」は開
示不可。
・変化点2は、正負交番の切り返し点となり、速度がゼロま
で低下した後に圧縮側（または引張側）に作動を始めるた
め、速度依存性により抵抗力が下がることから下図に示
す通り変化点2にて丸みを持った履歴となる。よって、特性
値の計測が困難であるため未掲示とした。ただし、速度が
一定の範囲では、抵抗力値も一定であることが確認でき
ていることから、モデル上の変化点２の抵抗力値は変化
点１と同値とした。
・変化点3は根拠とする試験数が統計データとしては不十
分であることから、未掲示とした。なお変化点2→3への除
荷勾配は概ね0点→変化点1までの加力勾配と等しい挙
動を示すことから、モデル上の変化点2－3間の勾配はK1
と同値に設定した。

等価減衰定数による比較

本技術の特性値より求まる等価減衰定数（Ａ）
力学モデルより求まる等価減衰定数（Ｂ）
Ｂ／Ａ

等価減衰定数
0.61
0.62
1.02

・管理値0~+20％で製造した試験体（設計値+10％狙い）の試験データを示す
 ※通常は±10％管理（設計値±0％狙い）で製造する
・同一試験体の５回繰り返し載荷試験における各ループのばらつき量を示す
・ばらつき量は力学モデル設計値に対する比率で表示

・性能試験では正弦波で実施しており最大変位到達前後では速度が低下するた
め、抵抗力値が下がっている
・そのため、本変化点の特性値のばらつきは評価困難
・概ね一定速度範囲（変位0mm付近）の抵抗力値は一定であるため、速度一定で
あれば本変化点でも抵抗力値が一定と推定できる

・性能試験では加力ジャッキの精度により各繰り返し回数の最大変位量が異なる
・そのため、本変化点の特性値のばらつきは評価困難
・力学モデルの除荷勾配は十分大きく、有意なばらつきは生じないと推定できる

2

3

変化点

1

備 考
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

2)モデル設定
の考え方

・力学モデルの抵抗力値は、製品規格名に示す規
格抵抗力に設定。
・変化点1の変位量は、試験結果より得られた変位
量の概ね中央値により設定。また、変化点３の荷重
除荷時の戻り変位量は変化点１での変位量と同値
に設定。

情報掲載不要事項 変化点１の抵抗力値は、定格速度時（応答速度＝
500mm/sec）の抵抗力値として設定し、製品はこの
抵抗力値（力学モデル設計値）の±10％範囲内とな
るように製造管理する。すなわち、変化点１の抵抗
力値は根拠とする試験結果の中央値を通るように
設定される。※1）で示した試験結果は、力学モデル
設計値の0％～+20％範囲内となるように製造管理
した試験体のデータを示しており、上記とは異なる。
変化点１の変位値は、根拠とする試験結果におけ
る初期勾配の概ね近似値より設定している。最大
変位量（100mm～250mm）に比べて十分小さく減衰
性能に及ぼす影響は小さいと考える。
変化点２は、変化点１での抵抗力値が最大変位ま
で一定として設定。
変化点３は、変化点２から初期勾配に沿って抵抗力
値＝0となる点として設定し、その変位量は変化点１
を設定した初期勾配によって設定する。

情報掲載不要事項

3)特性値の根
拠
①根拠の種別
②根拠の対象
③根拠の内容
④根拠の母数
⑤根拠の条件
⑥モデル適用
条件

情報掲載不要事項

速度に応じた抵抗力の変化は、「E-1」項（その2）に

示す「F=CV
α

」の定式化された関係式によって設定
可能。外気温の変化により抵抗力が変化するが、
「B-24」項に示す通り、変化幅は±10％の範囲内で
ある。

情報掲載不要事項

設計に
関する
情報

E-1
減衰特性に
関する情報

①減衰特性
に関する情
報

③根拠の内容
④根拠の母数

⑤根拠の条件

⑥モデルの適用条件
・外気温:-10℃～50℃
・載荷速度:500mm/sec

①根拠の種別
②根拠の対象

自社試験結果
製品本体
動的一定正弦波振幅試験結果
１試験体

・試験体:タイプPWD400±150mm
・外気温:室温（常温）
・載荷速度:500mm/sec
・振幅回数:５回
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

4)特性値の分
布程度
①平均値
②標準偏差
③変動係数

情報掲載不要事項

各変化点に関する説明は、前1)項に記載の「変化
点の備考表」を参照のこと。

情報掲載不要事項

5)力学モデル
への依存性因
子の影響の反
映方法
①依存性因子
②モデルへの
反映方法

情報掲載不要事項 情報掲載不要事項

設計に
関する
情報

E-1
減衰特性に
関する情報

①減衰特性
に関する情
報

正側:引張側

負側:圧縮側

n=１:根拠の母数、振幅回数:５回

3 -117.5
圧縮側荷重除荷点
（残留変位）

2 -120
圧縮側設計許容変位
（本技術の適用範囲）
※左記は試験変位を示

0.01 圧縮側降伏点

変化点
特性値

変化点の定義変位量
(mm)

抵抗力値(kN)
平均値 標準偏差 変動係数

1 -2.5 -426.3 5.65

3

2.5 429.7 6.19 0.01

120

平均値 標準偏差 変動係数
抵抗力値(kN)

117.5

引張側降伏点

引張側設計許容変位
（本技術の適用範囲）
※左記は試験変位を示

引張側荷重除荷点
（残留変位）

変化点の定義
特性値

変位量
(mm)

変化点

1

2

記号 依存性因子 力学モデルへの反映方法

B-21 速度

変位-荷重特性モデルの場合は、振幅速度500mm/secを前提

条件としたモデルである。速度の違いを反映する場合は、Ｅ

ʷ１（速度-荷重特性）に示す「Ｆ＝ＣＶα」による。

B-22 温度
本因子についての減衰抵抗力の変化率は10%以内。

モデルへの具体的反映方法としての情報は無し。

B-23 繰返し振幅回数
依存性なし。

モデルへの反映不要。

B-24 繰返し振幅幅
依存性なし。

モデルへの反映不要。

記号 依存性因子 力学モデルへの反映方法

B-21 速度

変位-荷重特性モデルの場合は、振幅速度500mm/secを前提条件

としたモデルである。速度の違いを反映する場合は、Ｅʷ１（速

度-荷重特性）に示す「Ｆ＝ＣＶα」による。

B-22 温度
依存性なし。

モデルへの反映不要。

B-23 繰返し振幅回数
依存性なし。

モデルへの反映不要。

B-24
繰返し振幅幅（→累

積塑性変形倍率）

依存性なし。

モデルへの反映不要。

87

別紙－１



テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

設計に
関する
情報

E-1
減衰特性に
関する情報

①減衰特性
に関する情
報

＜速度－荷重
特性＞
1)解析に用い
る減衰特性の
力学モデル
①力学モデル
②本技術の特
性値の分布
③力学モデル
と特性値の分
布との関係

（その2）

0

100

200

300

400

500

600

0 200 400 600 800 1000

抵
抗
力
（
ｋ
N
）

振幅速度（mm/sec）

設計値(+0%)
＋20%(管理値)
中央値
載荷試験データ

力学モデルの構成
F
C
α
V

減衰指数
定格振幅速度

=CVα

453
0.18
10mm/sec～800mm/sec

抵抗力
減衰定数

KVD100 KVD200 KVD300
減衰定数Ｃ 117 233 350

KVD400 KVD500 KVD750
減衰定数Ｃ 466 583 874

KVD1000 KVD1500 KVD2000
減衰定数Ｃ 1165 1747 2330

抵抗力 Ｆ ＝Ｃ（Ｖ／1000）α

減衰定数 Ｃ 別表

減衰指数 α 0.22

定格振幅速度 Ｖ 500mm/sec

※特性値欄の説明

・上表の特性値は上式で定義される力学モデルの抵抗

力値に対する比（％）として記載した。

・「最大、最小」は、製品規格として設定した抵抗力

の上限値と下限値を示す。

・試験結果による「最大、最小、平均、標準偏差」は、

根拠とする試験数が統計データとしては不十分である

力学モデル 特性値

変位量

(mm)

抵抗力値

(kN)

発生し得る抵抗力のばら

つき量

最大：+10%

最小：-10%

平均：当該情報無し

標準偏差：当該情報無し

変動係数：当該情報無し

変化点 変化点の定義
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

前頁の続き

＜速度－荷重
特性＞
1)解析に用い
る減衰特性の
力学モデル
①力学モデル
②本技術の特
性値の分布
③力学モデル
と特性値の分
布との関係

設計に
関する
情報

E-1
減衰特性に
関する情報

①減衰特性
に関する情
報

最大:+10.0％
最小:+6.1％
平均:+7.9％
標準偏差:1.40％
変動係数:0.01

中間速度４

最大:+11.9％
最小:+9.4％
平均:+10.6％
標準偏差:0.92％
変動係数:0.01

最大:+9.7％
最小:+5.5％
平均:+7.7％
標準偏差:1.49％
変動係数:0.01

6
480

（500）
397

1 10 198

着目点

力学モデル

3 50 264

5 240 350

4 100 299

特性値

着目点の定義振幅速度
(mm/sec)

抵抗力値
(kN)

発生し得る抵抗力の
ばらつき量

7
830

（800）
438

最大:+12.1％
最小:+9.1％
平均:+10.8％
標準偏差:1.10％
変動係数:0.01

定格振幅速度
（上限）

最大:+7.0％
最小:+5.7％
平均:+6.4％
標準偏差:0.42％
変動係数:0.00

定格振幅速度
（下限）

2 30 241

最大:+10.8％
最小:+8.5％
平均:+9.4％
標準偏差:0.81％
変動係数:0.01

中間速度１
（出荷時性能試験速
度）

中間速度２

最大:+7.3％
最小:+6.0％
平均:+6.6％
標準偏差:0.52％
変動係数:0.01

中間速度３

中間速度５
（定格速度）

備 考

・管理値0~+20％で製造した試験体（設計値+10％狙い）の試験データを示す
 ※通常は±10％管理（設計値±0％狙い）で製造する
・同一試験体の５回繰り返し載荷試験における各ループのばらつき量を示す
・ばらつき量は力学モデル設計値に対する比率で表示
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

2)モデル設定
の考え方

・力学モデルの抵抗力曲線は、定格振幅速度が
500mm/secの時の抵抗力値が製品規格名に示す
規格抵抗力となるモデル曲線として、1)項に示す力
学モデル定義式により設定。

製品（油圧ダンパー）による試験結果をC1領域とC２
領域に分け、各々の領域での試験結果の回帰線と
して設定。

力学モデル設計値は、根拠とする試験結果におい
て各振幅速度での抵抗力の中央値を通るように設
定。

製品による試験結果の分布をもとに、当該分布の
回帰曲線として設定。

3)特性値の根
拠
①根拠の種別
②根拠の対象
③根拠の内容
④根拠の母数
⑤根拠の条件
⑥モデル適用
条件

外気温の変化により抵抗力が変化するが、「B-24」
項に示す通り、変化幅は±10％の範囲内である。

4)特性値の分
布程度
①平均値
②標準偏差
③変動係数

※標準偏差は、根拠とする試験数が統計データとし
ては不十分であることから、未提示とした。

当該情報無し
（油圧ダンパーは指定した力学モデルに合わせて
機械的調整が可能。）

各変化点に関する説明は、前1)項に記載の「備考
表」を参照のこと。

当該情報無し

5)力学モデル
への依存性因
子の影響の反
映方法
①依存性因子
②モデルへの
反映方法

　

設計に
関する
情報

E-1
減衰特性に
関する情報

①減衰特性
に関する情
報

④根拠の母数 １試験体

⑤根拠の条件

・試験体:タイプPWD400±150mm
・外気温:室温（常温）
・振幅:片振幅120mm
・振幅回数:５回

⑥モデルの適用条件
・外気温:-10℃～50℃
・振幅:片振幅100mm～250mm

①根拠の種別 自社試験結果
②根拠の対象 製品本体
③根拠の内容 動的一定正弦波振幅試験結果

①根拠の種別 自社試験結果

②根拠の対象 製品本体

③根拠の内容 動的一定正弦波振幅試験結果

④根拠の母数 当該情報無し

⑤根拠の条件 当該情報無し

⑥モデル適用条件

・外気温の条件：�40℃～+80℃

 （範囲の内で100℃の幅で使用。）

・可動速度：0～1500mm/sec

           （限界速度）

記号 依存性因子 力学モデルへの反映方法

B-21 速度
当該力学モデル自体が速度ʷ減衰抵抗力の関係を提示。

B-21S 振動数
当該力学モデルをMaxwellモデルとしたことで、振動数依存

性を考慮することが出来ている。

B-22 温度
依存性なし。

モデルへの反映不要。

B-23 繰返し振幅回数
依存性なし。

モデルへの反映不要。

B-24 繰返し振幅幅
依存性なし。

モデルへの反映不要。

記号 依存性因子 力学モデルへの反映方法

B-21 速度
当該力学モデル自体が速度ʷ減衰抵抗力の関係を提示。

B-22 温度
本因子についての減衰抵抗力の変化率は10%以内。

モデルへの具体的反映方法としての情報は無し。

B-23 繰返し振幅回数
依存性なし。

モデルへの反映不要。

B-24 繰返し振幅幅
依存性なし。

モデルへの反映不要。

記号 依存性因子 力学モデルへの反映方法

B-21 速度
当該力学モデル自体が速度ʷ減衰抵抗力の関係を提示。

B-22 温度
本因子についての減衰抵抗力の変化率は10%以内。

モデルへの具体的反映方法としての情報は無し。

B-23 繰返し振幅回数
依存性なし。

モデルへの反映不要。

B-23S
繰返し振幅幅（→抵

抗力）

依存性なし。

モデルへの反映不要。

B-24
繰返し振幅幅（→塑

性変形倍率）

依存性なし。

モデルへの反映不要。

記号 依存性因子 力学モデルへの反映方法

B-21 速度
当該力学モデル自体が速度ʷ減衰抵抗力の関係を提示。

B-22 温度
依存性なし。

モデルへの反映不要。

B-23 繰返し振幅回数
依存性なし。

モデルへの反映不要。

B-24
繰返し振幅幅（→累

積塑性変形倍率）

依存性なし。

モデルへの反映不要。

n=１:根拠の母数、振幅回数:５回

100 318.7 1.55 0.01 中間速度３

240

6
480

(500)
428.0 5.92 0.01

中間速度５
（定格速度）

1 10 208.9 0.82 0.00
定格振幅速度
（下限）

変化点
特性値

378.4

定格振幅速度
（上限）

2 30 261.8 1.95 0.01
中間速度１
（出荷時性能試験速度）

7
830

(800)
485.4 4.80 0.01

4.90 0.01 中間速度４

3

4

5

50 288.6 2.40 0.01 中間速度２

変化点の定義振幅速度
(mm/sec)

抵抗力値(kN)
平均値 標準偏差 変動係数
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

力学モデルを
定義する部材
としての範囲

・トグル制震装置は各部材単位のモデル化とする。
・油圧ダンパーはMaxwellモデルとする。
・腕部材は実断面とﾋﾟﾝ間距離から軸剛性を設定する。
・中央節点座標はトグル増幅倍率設定値から算出する。

根拠資料 有り 有り 有り 無し

Ａ-1②4)により、意図しない方向の抵抗力は発生し
ないため、減衰特性への影響はない。

Ａ-1②4)により、意図しない方向の抵抗力は発生し
ないため、減衰特性への影響はない。

Ａ-1②4)により、意図しない方向の抵抗力は発生し
ないため、減衰特性への影響はない。

Ａ-1②4)により、意図しない方向の抵抗力は発生し
ないため、減衰特性への影響はない。

E-2
取付け部の
設計に関す
る情報

・設計荷重…定着部を含むBM-Sの取付け架台の
設計荷重は、BM-S 抵抗力の1.3 倍を推奨。(出荷
時性能検査の検収値が抵抗力の0～＋20％、安全
率として10％を見込んだことによる)
・許容面外変位…図２に示すFz方向の許容回転角
±50°、Fy方向の許容触れ角±3°以内での適用
を条件とする。

・取付け部の設計で考慮するトグル制震装置から伝
達される減衰力は、以下に示す各部の変動要素を
考慮した上限値を採用する必要がある。
＜油圧ダンパーの最大減衰力＞
製品規格としての減衰力の許容誤差の上限値
+10％を減衰力のばらつきとして考慮する。
＜腕部材取付け部ピン間距離＞
施工誤差の許容値を設定し、これを設計上のばら
つきとしてトグル増幅倍率の変動を考慮する。
・その他、周辺架構の変形に伴い２本のトグル腕部
材のなす角が時々刻々変わることによりトグル増幅
倍率も変化する。従って、取付け部の設計において
は、トグルの腕部材の大変形を考慮して発生する
反力によって設計する必要が有る。
・2本の腕部材両端部については、構面内の回転可
能範囲とすること、および、構面外については同部
ピンとガセット間及びピンとクレビス間のクリアラン
スを上回る回転角が生じない範囲での適用が必
要。

・取付部は、ダンパー定格抵抗力×1.3の荷重が取
付部に作用するものとして設計する
・定格抵抗力の倍率（1.3）は、以下２項を考慮して
設定している
①ダンパー応答速度のばらつき（定格速度：
0.5m/sec×2を想定）
②ダンパー定格抵抗力のばらつき（製品検査許容
値である±10％）
・制震ダンパー両端の接続部には主軸まわりに±
約80度、副軸まわりに±約5度の回転可能角度を
有するクレビスがあり、これを超えて意図しない抵
抗力が発生するような構造には適用しない。

・限界速度（1500mm/s）における減衰抵抗力を設計
水平力として設定する。
・主桁間の添加物の存在などに留意した施工空間
についても注意が必要。
・ダンパーストロークの設定の際には、地震時の変
位量に加えて、橋桁の温度伸縮による変位量も加
算して、大きめにラウンドする必要がある。(これは、
ダンパーの構造上、ストロークエンドに達すると、粘
性体の流動抵抗による減衰力でなく、鋼部材のか
み合わせによるストッパーのように機能してしまうた
め。)
・「抵抗力の作用方向」欄に示すとおり、MyおよびFz
方向は両端ピン部に組み込んだ球面座金により、
ダンパー本体の傾きを±3°までは許容することが
できる構造としており、これ以上の回転角が生じな
い範囲での適用を使用条件とする。またFy方向に
上下部工の相対変位が生じると、発揮される減衰
力は角度相当の分力となることにも留意が必要。

設計に
関する
情報

②意図しない方向の抵抗力
が及ぼす影響に関する情報

①取付け部の設計上の制
約条件や留意事項

E-1
減衰特性に
関する情報

①減衰特性
に関する情
報
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テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

1)施工上の留
意事項、条件
等

・仮置き時は必ず枕木を設け、転がり止めをし平地
に置くこと。また、シート等で覆うこと。
・シリンダーとカバーの隙間に、物を差し込まないこ
と。

トグル制震装置の2本の腕部材が周辺架構に取り
つくピン間距離によって増幅倍率に影響するため、
許容管理値（±2～5mm）を定め、これに収まるよう
施工する。

・本製品は、設計上特別な対応を行った場合を除
き、完成状態で水平となるよう計画し、かつそのよう
に施工すること。
・本製品を据え付ける際、粘性型のダンパーのため
ダンパーは非常にゆっくりと伸びる性格があり、取
付ボルトを締め付ける際、まだ十分に密着していな
い状態で締め付けた場合、その時にはボルトはしっ
かりと締め付けられたと思われても、ある程度時間
が経過するとダンパーが伸び、ボルト軸力が抜けて
しまう可能性がある。そのため、本製品取付けの際
には、本製品と取付け部材の間に隙間が存在して
いないことを十分確認してボルト締め付けを行うこ
と。

・ピン構造部分に球面軸受けを内蔵しているため多
少の施工誤差吸収は可能であるが、構造上および
設計上の上限値をあらかじめ把握し、所定の据え
付け精度を遵守のこと。
・ダンパーの運搬時には、専用の吊り金具や吊り方
を遵守のこと。ダンパー本体の重心は構造上、長さ
方向の中心位置ではないことにも注意を要す。また
一部、薄肉のカバープレートで覆われている部分が
あり、この箇所では自重をつり上げることはできな
いことにも留意のこと。

2)部材取付
け・交換要領
書

有り 有り 有り 有り

1)点検時の着
目箇所
2)点検時の確
認事項
3)点検時の確
認方法

1)～3) 1）～3) 1)～3)

※本表は1～2回／年を目安として行う必要のある
点検内容を示す。またこれとは別に、定期点検請負
技術者が実施する定期点検（竣工1年後、3年後、5
年後、以降5年毎）として、②に示す臨時点検と同じ
点検を実施する必要がある。

4)製品点検要
領書

有り 有り 有り 有り

維持管
理に関
する情

報

G-1
点検・診断
に関する情
報

①施工上の
留意事項、
施工上の条
件等

①本製品の
健全性を把
握するため
の方法

施工に
関する
情報

F-1
施工方法に
関する情報

点検項目 検査方法 判定基準
判定基準を満たさない

ときの対処

外 観 目 視
きず、錆のないこと

変形のないこと
補修塗装

関係技術者に相談

充填材 目 視 漏れのないこと 関係技術者に相談

取り付け
ボルト

目 視
緩みのないこと
脱落のないこと

増し締め
部品再設置

移動量 スケール
所定の移動残量が

あること
関係技術者に相談

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目視（形状，キズ，錆） 

計測（変位量） 

目視（オイル漏れ） 

目視（障害物の有無） 

目視（ボルトの緩み） 

目視（干渉の有無） 

計測（設置角度） 

目視（形状，錆，ボルトの緩み） 

計測（変位量／ストローク長） 

92

別紙－１



テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

②地震発生
後に本製品
の健全性を
把握するた
めの方法

1)点検時の着
目箇所
2)点検時の確
認事項
3)点検時の確
認方法

1)～3)
①の点検項目に加え、ダンパー変位に異常が見ら
れるものは、ダンパーのカバーを外す等によりロッド
位置を計測することで、ストロークの移動残量の有
無を確認する。

1)～3) 1）～3)
①の場合に同じ。

1)～3)

1)減衰性能低
下の診断方法
2)減衰性能に
係わる耐久性
低下の診断方
法

1)
・粘性体の漏れがないことを確認する。
・①の日常点検に加え、想定される地震時移動量に
対しストロークの移動残量が十分であることを確
認、必要に応じて補修方法や交換または加振によ
る性能確認試験の実施を検討する。
2)
ボルトや鋼材類の変状等が無いことを確認する。

1)
油圧ダンパー：
　「オイル漏れ」の有無を目視で確認
2)
腕部材：
　「傷、へこみ、曲がり等」の有無を目視で確認

1）,2)
【確認時点以降の継続使用が不可となる項目】
①充填材の漏れ
ダンパー本体の表面に付着する充填材の漏れ跡を
目視によって確認する。
②許容ストローク超過
周辺部材（支承等）の変位量跡の確認や制震ダン
パー最大変位計（オプション）によって、制震ダン
パーに発生した変位量を確認する。
③制震ダンパー本体の著しい損傷
目視によって、制震ダンパー本体の損傷（変形等）
の有無を確認する。

1),2)
②において、「本体形状の異常」、「オイル漏れが無
い」、「計測による管理値が確保されている」の3項
目で判断

3)根拠資料 有り 有り 無し 有り

①定期的維
持行為

1)定期的な維
持行為事項・
部品
2)交換等維持
行為の時期

1）
外観塗装
2）
・塗替えサイクルは２０年に１回を基本とする。

1),2)
・部材及び部品の交換は基本的に必要なし。
・塗装に関しては、20年に1回塗替え。

1）,2) 1),2)

定期的な維持行為は原則不要。

備考：異常が発見された場合
タッチアップ塗装、オイル充填、一部の部品交換は
可能であるが、原則的にダンパー本体を取り外し、
工場へ持ち帰りが必要。
※足場、クレーン等の設備が必要となる。

ストローク移動可能量が不足し、橋脚や支承ばねに
よる復元も期待できない場合、ダンパー設置部の調
整（間詰、拡幅）並びに、製作会社工場内設備によ
る長さ調整が必要である可能性が有る。（損傷発生
時には製作メーカーに問合せの上、補修方法や交
換等を検討する。）

油圧ダンパー：
「オイル漏れ」で機能低下が確認され、復旧不能と
判断された場合は油圧ダンパーを交換する。
腕部材：
「傷、へこみ、曲がり等」で機能低下が確認され、復
旧不能と判断された場合は腕部材を交換する。

制震ダンパーに生じた変位が許容値（許容ストロー
ク）を超えたと判定された場合は、制震ダンパー本
体ならびに取付部に設計想定以上の作用力が生じ
た可能性があるため、製品全体を交換する。

取付部材（ボルト）以外は、ダンパー本体の交換等
の対応が必要となる。

③性能低下
の有無等を
供用中に判
断できる確
認方法（診
断方法）

②地震発生後の手入れや
交換が必要となる部品

G-1

維持管
理に関
する情

報

点検・診断
に関する情
報

維持修繕に
関する情報

G-2

定期的に行う必要がある
（行うのが望ましい）

維持行為の項目
実施時期

防食性能の維持
・塗装メンテナンス
・溶融亜鉛めっきメンテナンス

・５年に１回点検を実施
・発錆・腐食等の異常が認められる場合には
 速やかに塗装タッチアップや塗替えを実施

取付ボルトの緩み点検
・増し締め

・５年に１回点検を実施
・ボルト類に緩みが認められる場合には
 速やかに増し締めを実施

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目視（形状，キズ，錆） 

目視（オイル漏れ） 

目視（障害物の有無） 

目視（ボルトの緩み） 

目視（干渉の有無） 

計測（設置角度） 

目視（形状，錆，ボルトの緩み） カバーを外す 

目視（ロッドの

オイル漏れ

塵埃の堆積 
計測 

（変位量／ストローク長） 

93

別紙－１



テーマ設定型（技術公募）

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー シリンダー型粘性ダンパーＫＶＤ

「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」　技術比較表

技術区分（減衰機構の区別に同じ） 粘性型

技術名称

1)減衰性能に
大きく影響す
るその他事項

や情報

1）製品の耐火性
・900℃以上での耐火性能試験を実施。その結果、
発火や爆発しないことを確認。ただし耐火試験後の
減衰性能の確認試験は実施しておらず当該性能値
への影響は不明。

２）製品の減衰性能に関係する充填材の主要特性
・150度以下の環境下で安定していることを確認。
・弱い酸性、アルカリ性溶液に対してほとんど影響さ
れないことを確認。
・ガラス転移点が-100℃以下であり、極低温領域ま
で流動性を示すことを確認。
・熱劣化促進試験を行い、アレニウスの式を用い
て、粘度が5％変化するまでを推定した年数は、
1466年と長いことを確認。

無し

標準ラインナップ（±250mm）を超えるような長スト
ローク仕様とする場合、長い応答変位区間の中で
一定で安定した減衰抵抗力を発揮できることを、動
的性能試験で確認する必要がある。

無し

2)根拠資料 有り 無し 有り 無し

その他 H-1
その他の留
意事項

①設定した
項目に応じ
た特性値へ
の影響量等
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参考資料

ダンパーブレース 座屈拘束型 ダンパー (Ｊ−ＵＰ) ブレース ⼆重鋼管 ダンパー
⾼疲労耐久FMS合⾦

ブレースダンパー
せん断パネル型制震

ストッパー
シェイプアップ

ブレースBr

法⼈名 エム・エムブリッジ株式会社 株式会社 ビー・ビー・エム ＪＦＥシビル株式会社 ＪＦＥシビル株式会社 淡路マテリア株式会社 株式会社川⾦コアテック ⾼⽥機⼯株式会社

所属
⽣産・技術部

保全・エンジニアリンググループ
技術部 社会基盤事業部 営業部 社会基盤事業部 営業部 開発グループ 営業本部 営業企画管理部 技術本部 設計部 設計課

役職・⽒名 担当部⻑ 古⽥⼤介 次⻑  榎本 武雄 副部⻑ 吉岡泰邦 副部⻑ 吉岡泰邦 グループリーダー ⼤塚広明 部⻑ 新名裕 課⻑ ⼭本 貴之

TEL 082-205-5272 03-3517-9863 03-3864-3796 03-3864-3796 03- 3295-1731 048-259-1113 06-6649-5170

E-Mail furuta.daisuke@mm-bridge.co.jp t-enomot@mgb.gr.jp yoshioka@jfe-civil.com yoshioka@jfe-civil.com h.otsuka@awaji-materia.co.jp h-shinmyou@kawakinkk.co.jp t_yamamoto@takadakiko.co.jp

法⼈名 エム・エムブリッジ株式会社 株式会社 川⾦コアテック

所属
営業部

営業２グループ
営業本部 営業企画管理部

役職・⽒名 主任 橋⽥和弥 部⻑ 新名 裕

TEL 03-5623-2226 048-259-1113

E-Mail hashida.kazuya1@mm-bridge.co.jp h-shinmyou@kawakinkk.co.jp

ダイス・ロッド式
摩擦ダンパー

橋梁⽤ブレーキ
ダンパー

オイレス(BM-S) トグル制震構法 パワーダンパー
シリンダー型粘性
ダンパーＫＶＤ

法⼈名 ⻘⽊あすなろ建設株式会社 株式会社⼤林組 オイレス⼯業株式会社 株式会社Ｅ＆ＣＳ 株式会社横河ブリッジ 株式会社川⾦コアテック

所属
技術研究所 構造研究部

⼟⽊構造研究室
技術研究所 構造技術研究部 免制振事業部 営業部 トグル制震事業部 営業本部 製品営業部 第⼀課 営業本部 営業企画管理部

役職・⽒名 主任研究員 波⽥雅也 主任研究員 武⽥篤史 課⻑ ⼆⽊太郎 担当部⻑ 妹尾嘉章 主査 三⽊英⼆ 部⻑ 新名裕

TEL 029-877-1112 042-495-1013 03-5781-0313 044-812-0776 047-437-7999 048-259-1113

E-Mail masaya.hada@aaconst.co.jp takeda.a@obayashi.co.jp t.niki@oiles.co.jp yoshiakisenoo@toggle-ecs.com e.miki@yokogawa-bridge.co.jp h-shinmyou@kawakinkk.co.jp

法⼈名 株式会社⼤林組 株式会社Ｅ＆ＣＳ

所属 ⽣産技術本部 橋梁技術部 トグル制震事業部 製品部

役職・⽒名 課⻑ 早川智浩 部⻑ ⽥村憲明

TEL 03-5769-1306 044-812-0776

E-Mail hayakawa.tomohiro@obayashi.co.jp noriakitamura@toggle-ecs.com

技術区分

技術名称

主窓⼝

副窓⼝

テーマ設定型（技術公募）「道路橋の耐震性向上に資する制震ダンパー技術」 応募技術問い合わせ窓⼝                    令和３年９⽉時点

履歴型

粘性型技術区分

技術名称

主窓⼝

副窓⼝

摩擦型
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